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研究成果の概要（和文）：本研究は，学校における危機管理がSafety-Ⅰの安全観に立脚した事件駆動型
（event-driven）であることを課題として捉え，代替的な安全観に基づく危機管理の在り方について組織開発論
に基づき探求した。その結果，Safety-Ⅱの安全観に立つこと，すなわち，教育機関としての学校は組織活動の
中でレジリエンスを高め，環境変動のなかでも平常のパフォーマンスが行えるような高信頼性組織化を図ること
が重要であるとの理論的知見を得た。学校の危機対応に係る事例研究を分析した結果，不測の事態の対応は学校
の平時の組織過程において培われるものであり，本研究における仮説の諸理論の示唆と合致することを明らかに
した。

研究成果の概要（英文）：The present study critically examined the fact that crisis management in 
schools is event-driven and based on the Safety-I view, and explored alternative ways of crisis 
management. Consequently, a theoretical study was conducted, positing that educational institutions 
should adopt the Safety-II perspective. This entails enhancing organizational resilience and 
striving for optimal reliability, thereby ensuring continued functionality in a dynamic environment.
 Case studies were analyzed through the lens of this theoretical framework. The case study 
demonstrated that the practical responses to the unexpected events caused by the combined disasters 
of the Coronavirus and earthquake were consistent with the suggestions of the theories hypothesized 
in this study.

研究分野：教育経営学

キーワード： 学校危機管理　組織文化　高信頼性組織化　学校安全

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　Safety-Ⅱの安全観に立つ学校経営観への転換は、「危機管理のための危機管理」ではなく，安全・安心な学
校づくりは教育効果を高め，個々人のウェルビーイングと能力開発に寄与する可能性を示すという知見が得られ
た。とくに、本研究で依拠した高信頼性組織化の原理（失敗への傾注、単純化を避けること、現場の活動を重視
すること、レジリエンスの開発を進めること、専門知の尊重）は、指揮命令系統の一元化による統制強化という
学校経営改革の方向性がネガティブな影響を及ぼす怖れがあることを示唆する。教育効果を高めるためにも、
個々の学校における取組は「学校づくり」という組織化過程を重視すべきであることを提起する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1 

１．研究開始当初の背景 

従前の学校危機管理は，危機がないことを安全と捉える Safety-I の安全観（ホルナゲル，2015）を

基盤としており，とくに危機の除去あるいは回避を重視している。Safety-I は因果関係を明快に定め

ることができる単純・簡素なシステムであれば相当に有効な成果を収めることができる。例えば，想

定可能な危機を種々の対策を講じて縮減しようする取組は重要である。 

しかし，学校の教育活動は新たな経験への挑戦でもあるため，一定のリスクが共存する。そのため，

危機の縮減を過度に強化することは，教育活動の萎縮を招くことも危惧される。Safety-I に基づく危

機管理は学校という複雑なシステムにおいては万能ではない。それを複雑なシステムに適用すること

で，システムの複雑さを捨象し，現実とはかけ離れた短絡的な因果関係を措定するという錯誤を犯す

可能性がある。すなわち「危機がないことが安全」と措定し「絶対安全」を目指す危機管理には課題

がある。 

そこで，本研究では，高リスクの環境下でも継続的に安定したパフォーマンスをあげる組織のあり

方に関する研究に高信頼性組織（化）論（High Reliability Organization/ Organizing）（ワイクとサ

トクリフ, 2017）に注目した。 

 

２．研究の目的 

 本研究は，学校における危機管理を，学校組織文化の抱える「暗黙の前提」ないしは「非合理性」

の視点から捉え，「不測の事態に対処しうるレジリエンスの高い“高信頼性組織”であるための学校に

おける組織的要件は何か」というリサーチクエスチョンに基づき，新たな危機管理観の開発に資する

知見を開発することを目的とした。 

この研究の関心は，不測の事態が生じるリスクを低減させることに加えて，不測の事態が生じた場

合の影響を最小限にとどめること，そして，できるだけ素早く平常時のパフォーマンスを回復するこ

とが可能な組織のあり方にある。 

様々な要素が複雑な相互作用を行うことが教育活動に不可欠であることを鑑みれば，学校の組織活

動においては想定外の事態に対処しうる能力を備えることが肝要である。そこで，本研究は，「不測の

事態に対処しうるレジリエンスの高い“高信頼性組織”であるための学校における組織的要件は何か？」

に係る理論研究とその実証のための調査を行った。 

 

３．研究の方法 

(1) 学校における危機管理の構築に係る制度的背景 

 現行の法制化における学校危機管理の制度的位置づけを検討し，その基盤となる安全観の構造を分

析した。 

(2) 危機管理体制の構築に係る組織論研究 

  学校組織の内部過程における，危機管理の在り方に係る組織論，とくにレジリエンス・エンジニア

リング，高信頼性組織化論，および権限付与的な官僚制（enabling bureaucracy）の提起した知見を

検討した。 

(3) 質的調査 

 学校の危機対応に関する聞き取り調査を実施した。定点観測として 2 校を対象とするほか，東日本

大震災の被災校の元関係者，米国の学区危機管理監，セーフティプロモーションスクールの指定校校

長，および教育委員会担当者などに，学校危機管理に関する現状と課題について半構造化インタビュ

ーを実施し，理論研究との整合性及び齟齬を検討した。聞き取り調査については，所属機関の倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 
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４．研究成果 

(1) 現状の危機管理体制及びそれを支える安全観 
1）学校危機管理の現状 

 学校危機管理が制度的枠組みとして学校安全の中に組み込まれており，学校経営上，危機管理が特

異な領域として扱われている。学校安全という視点に立ち返れば，それは日常の教育活動を安全かつ

安心に営むための前提条件となるべきものであり，安全のための安全であることは本末転倒である。 

 現行制度では，学校保健安全法の下で 5 年ごとに学校安全推進計画が閣議決定され，学校における

危機管理の基本方針として示される。個々の学校および現場の教職員をはじめとした学校関係者が理

解を深め，日々の教育活動の中で「安全・安心な学校」をつくっていくことは現在においても，そし

て今後においても学校経営の重要な課題である。 

現行制度の下では各学校が「何を，どのようにするか」は上意下達的に“学校現場におりてくる”

が，「なぜ」は必ずしも自明ではなく，それを支える根拠(理論)も明らかではない。そこで，安全・安

心な学校づくりを考察する際の基礎となる学校危機管理を捉えるため，安全観の捉え直しに重点を置

いて理論枠組みを探究した。 

一般的には，「安全・安心な学校」は「危機のない学校」と同一視される。それは，安全とは危機の

ない（少ない）状態だという考え方（安全観，危機観）に支えられている。とくに重大な事件事故の

発生を契機として，それまで潜在的に存在していたにもかかわらず等閑視されていた危機に関心が向

けられ，対策が講じられる。このような「事件駆動型（event-driven）」（OECD 編 2005:108）と呼ば

れる危機管理の発想は，発生が予見されるあらゆる危機への対応を余儀なくし，結果として，危機対

策に特化して様々な資源が投入されるという事態が生じている。 

とくに，教育活動を主務とする学校は，児童生徒や教職員が教育学習活動を営む生活の場でもある

ため，常に何らかの潜在的リスクを負う。また，学校は “ブラック化”と称される状況にあり，様々

な面で疲弊していると言っても過言ではない。このような状況においては，危機管理のための危機管

理の強化は，さらなる疲弊を招く怖れがある。 

このジレンマを乗り越えるためには安全および危機管理に対する視座(安全観)の捉え直しが必要で

ある。そこで，安全観や危機管理観を捉え直す視点を提供する理論に注目した。基本に据えるのは，

「不安定な状況下でもうまくいっていること」に着目する安全観であり，そのような状況を作り出す

組織化の理論である。具体は以下の視点から検討した。 

2）安全観に関する理論－Safety-Ⅰと Safety-Ⅱ 

学校は教育を主務とするために，多様な個性のダイナミックな相互作用のなかで教育活動が営まれ

るという本質的特性がある。そのため，危機を除去することで安全を確保しようとする安直な手法は

実態と乖離し，危機の除去という前提自体が葛藤要因になる。そこで，ホルナゲル, E.（2015）の提

起する 2 つの安全観（Safety-Ⅰと Safety-Ⅱ）に基づき，安全・安心な学校のための危機管理概念を

検討した。 

第１に，危機管理マニュアルの作成が進められているが，それは「事故等がないことを安全」と捉

える Safety-Ⅰに基づく素朴な予定調和的なモデルに基づくものであり，事件駆動型の危機管理を推

進するものにとどまる可能性がある。 

第 2 に，学校の組織活動のダイナミズムに着目すれば，危機に強い高信頼性組織を構築することが

有望視される。そのためには，変動する環境下でも活動が首尾よく行われることを安全と捉える

Safety-Ⅱの視点が重要であることを指摘した。 

 

(2) 安全・安心な学校づくりのための試論 
1）高信頼性組織化論の適用 
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高信頼性組織化は Safety-Ⅱに基づく安全観と相まって学校経営のあり方，とりわけ組織化のあり

方自体も問い直しの対象とすべきであることが示唆される。 

Safety-Ⅱの安全観および高信頼性組織化の知見は，従来信奉されてきた既存の安全観，組織観を問

い直すものであり，危機管理に矮小化することなく学校経営のあり方に関わる前提を捉え直すことが，

肝要であることを示唆する。 

2）レジリエンスの開発 

 高信頼性組織とは，リスクの高い困難な状況下でも常に優れたパフォーマンスをあげ，継続的に危

機の度合いが低い組織である。その優れた特徴は，エラーが起こらないことではなく，エラーが起き

ても機能不全にならないことにある。レジリエンス（resilience）とはそのような特徴を示す，安全管

理の基本的な概念である。 

システム自体の変動を前提とする Safety-Ⅱでは，レジリエンスは組織自体が持つ機能として捉えられる。よ

って，レジリエンスは有害な影響を避けたり抵抗したりする力というよりも，「ほどほどの適度な調整を効果的に

行う能力」である。不安定な状態が生じるのは，「ほどほどの適度な調整」が不十分または不適切だと見なされ

る。 

それゆえ，レジリエンスは現実の状況・条件と組織の潜在的対処能力の組み合わせであり，単一の要素や

能力によって把握されるものではない。実践的な問題は，これらの潜在力をどのように開発し，マネジメントす

るかが重要な課題となる。Hollnagel（2018：26-27）は，レジリエントなパフォーマンスを発揮するためには，反

応（respond），監視（monitor），学習（learn），予見（anticipate）という 4 つの潜在的な能力が必要であると

する。 

レジリエンスという概念は，学校危機管理の態勢だけでなく，学校全体のパフォーマンスを捉え，開発するこ

とに資する新たな視点を提供する。 

3）官僚制組織の再構築～権限付与的な官僚制 

 危機管理においては，一元的な意思決定と現状に即した臨機応変な対応という一見二律背反的な体

制が求められる。すなわち，情報を集約しとるべき行動指針は一元的に管理されるべきであるし，一

方で，刻々と変化する事態に対して当事者は臨機応変の対応が求められる。学校は基本的に官僚制組

織であり，二律背反的な危機管理体制の構築には矛盾的な課題が付随する。 

そこで，組織のあり方について権限付与的な官僚制（enabling bureaucracy）という視点に注目し

た。権限付与的な官僚制は，順機能対逆機能という背反的な捉え方によってではなく，とくに危機時

に有効な一元的かつ臨機応変な対応を可能にする管理統制はどのようなものであるかに対する見解を

示すものとして期待される。具体的には，行動規準を明示することで，メンバーの裁量に基づいた行

動を促進すること，そして，人的要素を活性化すること，とりわけレジリエンスを高めることが重要

であるとの知見を得た。 

 

(3) 質的調査の実施と得られた知見 
1）質的調査の概要 

安全・安心な学校づくりを進めるための高信頼性組織化に向けた学校経営のあり方を検討すること

を目的とし，事例調査を実施した。調査にあたっては，所属機関の倫理審査機関の承認を得た。 

2）質的調査の成果：危機管理体制の構築を通じた学校づくりの展望 

 いずれも安全な学校（safety-Ⅰ）を目指して学校経営を進めていく過程で，安全・安心な学校づく

り（safety-Ⅱ）が進められた実践として捉えることができる。すなわち，高信頼性組織化に向けた動

態的な学校経営の実践としてみると，以下の示唆が得られた。 

① 学校を開き，つなぐことの重要性 

学校を開き，つなぐことの意義については，安全・安心な学校づくりという視点から 3 点が指摘で
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きる。第 1 は学校が説明を行うことで協力を得られ，信頼関係を構築し，地域の資源や情報を共有で

きる。第 2 に保護者や地域が一体となって子どもの安全を守るという意識が醸成されるとともに，自

らが当事者意識を持って，安全な学校づくりおよび地域づくりを推進する基盤を形成する。第 3 とし

て，学校と地域が一体となって連携して対応する能力の拡大および資源の共有は，困難な状況下でも

変化を吸収し，変化に適応する能力すなわちレジリエンスの強化にも貢献すると考えられる。 

② 管理職としての教育観・学校経営観 

事例とした 3 校の管理職の行動には，高信頼性組織化を支える特徴であるレジリエンスにコミット

することに加えて，「失敗から学ぶ」，「物事を単純化してとらえない」，「現場情報を重視する」，「専門

家の知見を活用する」という姿勢のいくつかが確認された。 

③ 学習する組織としての安全・安心な学校づくり 

3 校の学校経営は「学習する組織」をつくる取組として，その実践上の要点が看取された。 

第 1 は，安全・安心な学校づくりにおける学習の前提として，心理的安全性の重要性が顕著に示さ

れたことである。いずれの事例においても，通常時はもちろん，外部環境の急激な変化により統制化

を図らざるを得ない状況下にあって，権限付与的な集権化・公式化を図り，メンバーの自律性と協働

性を確保しようとしたことがうかがえた。 

第 2 は，組織の学習能力が高まることでレジリエンスが向上し，それによって学習能力がさらに向

上するという好循環が見られた。いずれの学校においても教職員や地域住民に対する管理職の関与が

彼らの主体的な行動を助長し，その関与の焦点が”教育”にあったことも指摘できる。 

 

(4) おわりに 
 本研究では学校における危機管理が事件駆動型（event-driven）であり，Safety-Ⅰの安全観に立脚してい

るという点を批判的に検討し，代替的な危機管理のあり方を探求した。その結果，Safety-Ⅱの安全観に立つ

こと，すなわち，教育機関としての学校はその組織活動の中でレジリエンスを高め，環境変動のなかでも平常

のパフォーマンスが行えるような高信頼性組織化を図ることが重要であるとの見通しを立て，理論的検討を行

い，その理論枠組みに基づく事例を検討した。事例研究からは，COVID-19 禍の招いた不測の事態および震

災に遭遇した際の実践的な対応は，本研究の仮説とした諸理論の示唆と合致すると考えられた。 

 この知見は「危機管理のための危機管理」ではなく，安全・安心な学校づくりは教育効果を高め，個々人のウ

ェルビーイングと能力開発に寄与する可能性を示すものと考えられる。 

 

主要参考文献 

- Adler. P. S. and Borys, B. (1996).Two types of bureaucracy: Enabling and coercive. 

Administrative Science Quarterly, 41. 61-89. 

- 福本昌之（2018）「学校における危機管理に関する組織論的考察―E.ホルナゲルの Safety-Ⅱの安

全観に基づく学校経営―」，大分大学教育学部研究紀要 40(1)， 97-112。 

- ホルナゲル，E.（2015）（北村正晴ほか訳）『Safety-I & Safety-Ⅱ : 安全マネジメントの過去と

未来』，海文堂出版。 

- •Hollnagel, E. (2018) Safety-II in Practice: Developing the Resilience Potentials. New York: 

Routledge. 

- OECD 編（2005）（立田慶裕監訳）『学校の安全と危機管理－世界の事例と教訓に学ぶ』明石書店

（原著：OECD (2004) Lessons in Danger. School Safety and Security.）。 

- 渡邉正樹（2008）『新編学校の危機管理読本』，教育開発研究所。 

- ワイク，K. E., サトクリフ, K. M.(2017). (中西・杉原・高信頼性組織研究会訳）『想定外のマネジ

メント［第 3 版］: 高信頼性組織とは何か』文眞堂。 



５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕　計4件（うち査読付論文　1件／うち国際共著　0件／うちオープンアクセス　4件）

2024年

2022年

2021年

2024年

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
養護教諭の学校危機管理への位置づけの実態と課題

川崎医療福祉学会誌 115, 123

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
難波知子 34(1)
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
2020年COVID19に対する文部科学省の初等中等教育関連の発出文書-教育界の対応状況を示す資料の一部と
して－

大分大学教職大学院研究報告 125,134

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
福本昌之 4
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
学校組織におけるレジリエンス概念の適応可能性－不測の事態への対応プロセスを通じて-

教育学研究紀要（CD-ROM 版） 355, 366

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 オープンアクセス  国際共著
オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
福本昌之・湯藤定宗 67
 １．著者名

高信頼性組織としての学校ー危機管理観の転換のための試論

大分大学教職大学院研究報告 316～324

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
10.51073/0002013079

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 ４．巻
福本 昌之 7
 １．著者名

 ２．論文標題  ５．発行年



〔学会発表〕　計5件（うち招待講演　0件／うち国際学会　0件）

2023年

2022年

2021年

2021年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本教育経営学会第63回大会

日本教育経営学会第62回大会

中国四国教育学会第73回大会

日本教育経営学会第61回大会

福本昌之

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

学校の危機管理における高信頼性組織化―安全な学校（Safe School）の視点から―

学校の危機管理体制構築における官僚制組織の功罪

学校組織におけるレジリエンス概念の適応可能性－不測の事態への対応プロセスを通じて－

学校危機管理におけるレジリエンス－その概念の検討－

 １．発表者名
福本昌之，湯藤定宗

福本昌之，湯藤定宗

福本昌之，湯藤定宗



2023年

〔図書〕　計1件

2025年

〔産業財産権〕

〔その他〕

－

６．研究組織

７．科研費を使用して開催した国際研究集会

〔国際研究集会〕　計0件

８．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

共同研究相手国 相手方研究機関

研
究
分
担
者

難波　知子

(NAMBA Tomoko)

(30441489)

川崎医療福祉大学・医療技術学部・教授

(35309)

所属研究機関・部局・職
（機関番号）

氏名
（ローマ字氏名）
（研究者番号）

備考

研
究
分
担
者

湯藤　定宗

(YUTO Sadamune)

(20325137)

玉川大学・教育学部・教授

(32639)

新しい危機管理観をひらく学校づくり

 ５．総ページ数

 １．著者名  ４．発行年
福本昌之，難波知子，湯藤定宗

 ２．出版社
デザインエッグ社 142

 ２．発表標題

 ３．書名

 ３．学会等名
日本学校保健学会第69回学術大会

難波知子，福本昌之，湯藤定宗

養護教諭の学校危機管理への位置づけの実態と課題

 ４．発表年

 １．発表者名


